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（葉月）AUGUST

11日・山の日

日 月 火 水 木 金 土

8月◆  8 月 の 税 務 と 労 務

8 2025（令和7年）

協調支援型特別保証制度　物価高や人手不足などの影響を受けている中小企業者向けに、今
年春からスタートした新しい保証制度。申込金融機関から、本制度による保証付き融資の実行
と原則同時に本保証付き融資額の1割以上のプロパー融資を受けることなどが要件。保証申込
日に応じて、国による信用保証料の一部補助が受けられます。

国　税／�7月分源泉所得税の納付� 8月12日

国　税／�6月決算法人の確定申告（法人税・消費税等）�

� 9月1日

国　税／�12月決算法人の中間申告� 9月1日

国　税／�9月、12月、3月決算法人の消費税等の�

中間申告（年3回の場合）� 9月1日

国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告� 9月1日

地方税／個人事業税第1期分の納付

� 都道府県の条例で定める日

地方税／個人住民税第2期分の納付

� 市区町村の条例で定める日
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8 月号─2

　

事
業
承
継
税
制
は
、「
中
小
企
業

に
お
け
る
経
営
の
承
継
の
円
滑
化
に

関
す
る
法
律
」（
円
滑
化
法
）
に
基
づ

き
、
法
人
の
場
合
は
、
非
上
場
会
社

の
株
式
等
を
後
継
者
が
贈
与
又
は
相

続
で
取
得
し
た
場
合
に
、
一
定
の
要

件
の
も
と
、
そ
の
贈
与
税
等
の
納
税

を
猶
予
・
免
除
す
る
制
度
で
す
。
ま

た
個
人
事
業
者
の
場
合
は
、
先
代
事

業
主
の
事
業
の
用
に
供
さ
れ
て
い
た

特
定
事
業
用
資
産
を
後
継
者
が
贈
与

又
は
相
続
で
取
得
し
た
場
合
に
、
一

定
の
要
件
の
も
と
、
そ
の
贈
与
税
等

の
納
税
が
猶
予
・
免
除
さ
れ
る
制
度

で
す
。
円
滑
に
事
業
の
承
継
を
行
う

に
は
、
本
税
制
を
活
用
す
る
こ
と
が

有
効
で
す
。

　

今
回
は
、
令
和
７
年
度
税
制
改
正

の
対
象
と
な
っ
た
贈
与
に
お
け
る
事

業
承
継
税
制
に
つ
い
て
、
法
人
版
・

個
人
版
そ
れ
ぞ
れ
の
改
正
事
項
を
み

て
い
き
ま
す
。

１　

法
人
版
事
業
承
継
税
制

１　

法
人
版
事
業
承
継
税
制

⑴　

制
度
の
概
要

　

法
人
版
事
業
承
継
税
制
に
は
、「
一

般
措
置
」と「
特
例
措
置
」の
２
つ
の

制
度
が
あ
り
ま
す
。
特
例
措
置
を
適

用
す
る
場
合
、
対
象
株
式
数
や
雇
用

確
保
要
件
等
に
つ
い
て
有
利
な
適
用

が
可
能
で
す
が
、
事
前
に
円
滑
化
法

に
基
づ
く
特
例
承
継
計
画
を
策
定

し
、
都
道
府
県
知
事
の
確
認
を
受
け

る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　

特
例
措
置
を
適
用
し
た
場
合
の
、

特
例
承
継
計
画
の
提
出
か
ら
贈
与
税

の
申
告
・
納
税
猶
予
・
免
除
に
至
る

イ
メ
ー
ジ
は【
図
１
】の
と
お
り
で
す
。

ま
た
、
こ
の
制
度
の
適
用
を
受
け
る

た
め
の
主
な
要
件
は
【
下
表
】
の
と

お
り
で
す
。

⑵　

改
正
の
ポ
イ
ン
ト

　
【
下
表
】
の
う
ち
、
後
継
者
の
要

件
③
が
「
贈
与
の
直
前
に
お
い
て
当

会
社
の
役
員
で
あ
る
こ
と
」
に
改
正

さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
改
正
は
、
令
和

７
年
１
月
１
日
以
後
に
贈
与
に
よ
り

取
得
す
る
株
式
等
に
係
る
贈
与
税
に

適
用
さ
れ
ま
す
。

　

法
人
版
事
業
承
継
税
制
の
特
例
措

置
は
、
中
小
企
業
の
円
滑
な
世
代
交

代
を
通
じ
て
生
産
性
向
上
を
図
る
た

め
に
設
け
ら
れ
た
異
例
の
時
限
措
置

で
あ
り
、
適
用
期
限
（
令
和
９
年
12

月
末
）
は
延
長
し
な
い
こ
と
と
さ
れ

て
い
ま
す
。
今
回
の
改
正
は
、
適
用

期
限
に
お
い
て
、
後
継
者
の
役
員
在

職
年
数
不
足
に
よ
り
特
例
措
置
の
適

用
が
で
き
な
く
な
る
こ
と
を
防
止
す

る
措
置
で
す
。

２　

個
人
版
事
業
承
継
税
制

２　

個
人
版
事
業
承
継
税
制

⑴　

制
度
の
概
要

　

法
人
版
と
異
な
り
、
個
人
版
事
業

承
継
税
制
に
は
一
般
措
置
と
特
例
措

置
と
い
っ
た
区
別
は
あ
り
ま
せ
ん
。

こ
の
制
度
を
適
用
し
よ
う
と
す
る
個

人
事
業
者
は
、
事
前
に
円
滑
化
法
に

基
づ
く
個
人
事
業
承
継
計
画
を
都
道

府
県
知
事
に
提
出
し
、
そ
の
確
認
を

受
け
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

【表】法人版事業承継税制（特例措置）の適用を受けるための主な要件
区分 要件

会　社 次のいずれにも該当しないこと
①上場会社　②中小企業者に該当しない会社　③風俗営業会社　④資産管理会社

後継者
（受贈者）

①　贈与時に会社の代表権を有していること
②　贈与の日において 18歳以上であること
③　贈与の日まで引き続き 3年以上を会社の役員であること（改正対象要件）
④　贈与時に後継者とその関係者で 50％超の議決権数を保有すること

先代経営者
（贈与者）

①　会社の代表権を有していたこと
②　贈与時に会社の代表権を有していないこと
③	　贈与直前に贈与者とその関係者で 50％超の議決権数を保有し、かつ後継者を除い
たこれらの中で最も多く議決権数を保有していたこと

令和７年度税制改正令和７年度税制改正
～相続・贈与関係～～相続・贈与関係～
事業承継税制事業承継税制
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対
象
と
な
る
特
定
事
業
用
資
産

は
、
先
代
事
業
者
（
贈
与
者
）
の
事

業
の
用
に
供
さ
れ
て
い
た
宅
地
等（
４

０
０
㎡
ま
で
）、
建
物（
床
面
積
８
０

０
㎡
ま
で
）、
固
定
資
産
税
の
課
税

対
象
と
さ
れ
て
い
る
も
の
や
自
動
車

税
・
軽
自
動
車
税
の
営
業
用
の
標
準

税
率
が
適
用
さ
れ
る
車
両
等
で
、
贈

与
を
受
け
た
年
の
前
年
の
事
業
所
得

に
係
る
青
色
申
告
書
の
貸
借
対
照
表

に
計
上
さ
れ
て
い
た
も
の
で
す
。

　

個
人
事
業
承
継
計
画
の
提
出
か
ら

贈
与
税
の
申
告
・
納
税
猶
予
・
免
除

に
至
る
イ
メ
ー
ジ
は
【
図
２
】
の
と

お
り
で
す
。
ま
た
、
こ
の
制
度
の
適

用
を
受
け
る
た
め
の
主
な
要
件
は
次

の
と
お
り
で
す
。

◆
　
後
継
者（
受
贈
者
）

①　

贈
与
の
日
に
お
い
て
18
歳
以
上

で
あ
る
こ
と

②　

贈
与
の
日
ま
で
引
き
続
き
３
年

以
上
、
特
定
事
業
用
資
産
に
係
る

事
業
に
従
事
し
て
い
た
こ
と
（
改

正
対
象
要
件
）

◆
　
先
代
事
業
者（
贈
与
者
）

①　

廃
業
届
出
書
を
提
出
又
は
贈
与

税
の
申
告
期
限
ま
で
に
提
出
見
込

で
あ
る
こ
と

②　

贈
与
の
日
の
属
す
る
年
か
ら
そ

の
前
々
年
ま
で
青
色
申
告
で
確
定

申
告
書
を
提
出
し
て
い
る
こ
と

⑵　

改
正
の
ポ
イ
ン
ト

　

前
述
の
後
継
者
の
要
件
②
が
「
贈

与
の
直
前
に
お
い
て
特
定
事
業
用
資

産
に
係
る
事
業
に
従
事
し
て
い
た
こ

と
」
に
改
正
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
改

正
は
、
令
和
７
年
１
月
１
日
以
後
に

贈
与
に
よ
り
取
得
す
る
特
定
事
業
用

資
産
に
係
る
贈
与
税
に
適
用
さ
れ
ま

す
。

　

個
人
版
事
業
承
継
税
制
の
適
用
期

限
は
令
和
10
年
12
月
末
で
す
。
法
人

版
と
同
様
、
こ
の
改
正
は
、
適
用
期

限
に
お
い
て
、
後
継
者
の
事
業
従
事

年
数
不
足
に
よ
り
税
制
の
適
用
が
で

き
な
く
な
る
こ
と
を
防
止
す
る
措
置

で
す
。

３　

ま
と
め

３　

ま
と
め

　

今
回
の
改
正
で
後
継
者
の
要
件
が

緩
和
さ
れ
た
こ
と
で
、
円
滑
な
世
代

交
代
が
更
に
実
現
し
や
す
く
な
っ
た

と
い
え
ま
す
。
法
人
版
・
個
人
版
と

も
に
適
用
期
限
を
意
識
の
上
、
有
効

活
用
し
て
い
く
こ
と
が
肝
要
で
す
。

【参考資料】
国税庁

ホームページ
事業承継税制特集

「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」（円滑化法）
に基づく都道府県知事の関与

猶予税額が免除される場合
・会社の倒産　
・後継者への免除対象贈与
・先代経営者の死亡　など

申告・担保提供

やむを得ない理由が
あるなど一定の場合

要件を満たさな
くなった場合

事業の継続
・代表者であること
・株式等の保有継続等

５年間

円滑化法の認定
・会社、後継者に関する
　要件の判定

「特例承継計画」
の提出・確認

猶予税額
の免除

株式等の
保有継続等

「免除対象贈与」の
場合には、一定部分
の猶予税額が免除

猶予税額の全部又は
一部と利子税を納付

「免除対象贈与」の
場合には、一定部分
の猶予税額が免除

この制度の対象とな
る株式等を譲渡又は
贈与した場合等後継者の贈与税額の

うち、この制度の適
用を受ける非上場株
式等に対応する贈与
税の納税を猶予

先
代
経
営
者
の

死
亡
等

（
５
年
経
過
後
）

申
告
期
限

贈
　
与

「中小企業における経営の承継の円滑化に関する法律」
（円滑化法）に基づく都道府県知事の関与

猶予税額が免除される場合
・後継者への免除対象贈与・先代事業者等の死亡
・一定の障害事由に該当　　　　　　　　　など

「個人事業承継計画」
の提出・確認

円滑化法の認定
・事業、後継者に関する
　要件の判定

後継者の青色申告の承認先代事業者の青色申告

後継者の贈与税額のうち、この制度の適用を受け
る特定事業用資産に対応する贈与税の納税を猶予

対応する猶予税額
と利子税を納付

・事業の継続
・青色申告
・事業用資産の保有継続
　　　　　　　　　　等

猶予税額
の免除

猶予税額の全部と
利子税を納付

要件を満たさなく
なった場合

事業の用に供さな
くなった場合

申告・担保提供

先
代
事
業
者
等
の

死
亡
等

申
告
期
限

贈
　
　与

図１　法人版事業承継税制（特例措置）のイメージ� 国税庁資料より

図２　個人版事業承継税制のイメージ
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A
さ
ん
は
、
父
の
死
亡
に
伴
い
、

父
の
金
庫
を
確
認
し
た
と
こ
ろ
、
父

名
義
の
預
金
通
帳
の
ほ
か
に
、
A

名
義
の
定
期
預
金
証
書
を
見
つ
け
ま

し
た
。
こ
の
定
期
預
金
は
父
が
自
身

の
収
入
か
ら
作
り
、
父
が
管
理
・
運

用
を
し
て
い
ま
し
た
。
A
さ
ん
は
過

去
に
こ
の
定
期
預
金
の
贈
与
は
受
け

て
い
ま
せ
ん
。
相
続
税
の
申
告
に
当

た
り
、
A
さ
ん
は
父
名
義
の
財
産

だ
け
申
告
す
れ
ば
よ
い
で
し
ょ
う
か
？

　
名
義
に
か
か
わ
ら
ず
、
被
相
続
人

が
取
得
の
資
金
を
拠
出
し
て
い
る
な

ど
、
被
相
続
人
の
財
産
と
認
め
ら
れ

る
も
の
は
相
続
税
の
課
税
対
象
と
な

り
ま
す
。
し
た
が
っ
て
、
被
相
続
人

が
購
入
（
新
築
）
し
た
不
動
産
で
ま

だ
登
記
を
し
て
い
な
い
も
の
や
、
被

相
続
人
の
財
産
と
認
め
ら
れ
る
預
貯

金
、
株
式
、
公
社
債
等
で
家
族
名
義

や
無
記
名
の
も
の
な
ど
、
被
相
続
人

以
外
の
名
義
の
財
産
も
、
被
相
続
人

の
財
産
で
あ
る
限
り
は
、
相
続
税
の

申
告
に
含
め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

被
相
続
人
以
外
の
名
義
の
財
産

　クレジット販売の手数料としては、①加
盟店（お店）が信販会社（JCB、AMEXなど）
に支払うものと、②消費者が信販会社に支
払うものとがあります。①は例えば、お店
がお客さんに商品を100円で売った場合、
信販会社から手数料10円が差し引かれ90
円が入金になりますが、この手数料（差額）
のことです。
　①については、お店が消費者に対して有
する「金銭債権」を信販会社に譲渡したも
のであり、この差額は「金銭債権の譲渡」
として非課税となります。②についても金
融取引等の対価なので非課税です。分割・
リボ払いの利息相当額も同様です。つまり、
①②とも仕入税額控除はできません。
　なお、①で、お店が信販会社と直接契約
せず、決済代行会社を通している場合は、
決済代行会社との契約が債権譲渡契約か否
かで課税・非課税が異なります。

KEY WORDKEY WORD      
消費税　�消費税　�クレジット販売の手数料はクレジット販売の手数料は��

課税？　非課税？課税？　非課税？

暑中のご挨拶
　暑中お見舞い申し上げます。
　厳しい暑さが続く中、こまめな水分補給など体調管理を各自が心掛けるだけでなく、
事業者としても冷房設備の活用や時差通勤の導入、適切な休憩時間を確保することなど、
暑さを乗り切るための取り組みが求められます。また、屋外作業の従事者においては、
日差しを遮るための装備の使用や作業時間の調整が必要です。安全と健康を最優先にし
ながら、効率的な働き方を目指すことが重要です。
　令和 7年度の税制改正では、いわゆる「103 万円の壁」への対応として、所得税にお
ける基礎控除や給与所得控除の額の引上げが行われました。また、中小企業に対する法
人税の軽減税率の特例の適用期限が延長されたほか、設備投資に係る各種優遇税制につ
いても、適用期限の延長や制度内容の拡充が行われています。
　労務関係では、定年制の廃止など 65 歳までの雇用確保措置を設けることが、4月か
ら完全義務化されました。さらに、育児・介護休業法の改正により、仕事と育児・介護
の両立支援のための制度を設けることが必要となっており、こちらはすでに 4月から施
行されているものと、10 月から施行されるものがあります。その内容は多岐にわたり
ますので、制度内容を把握し適切に対応することが肝要です。
　皆様方の益々のご発展とご健勝を祈念し、ご挨拶といたします。


